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タックスアラート 

タイ政府がROH、IHQ及びITCの制度の廃止を公表 

 

タイは、2016年6月に、経済協力開発機構 (“OECD”) が主導する税源浸食と利益移転 (“BEPS”) に対抗するた

めの15の行動指針を有する包摂的枠組み (“IF”) に参加しました。参加国として、タイは15の行動指針のうち

少なくとも4つ行動指針を順守する義務を負っています。順守すべき行動指針の一つが、5．有害税制への対

応です。 

地域統括事業本部 (“ROH”)、国際統括本部 (“IHQ”)、及び国際貿易センター (“ITC”)の制度 (以降、“既存制度”)

は有害税制として特定されました。従って、タイはBEPSに対応するための条件である行動指針5. (有害税制

への対応) を順守するため、タイでも国内法の改正を実施しなければなりません。 

タイは、行動指針5を順守しないことで、間接的に貿易及び投資の視点から大きな影響を受けると予想され

ます。タイは、既存制度を有害税制として公表したのを皮切りに、2019年12月28日に既存制度に代わる新

しいIBC制度を導入しました。同時に、納税者に既存制度からIBCへの移行を促しています。 

 

IBC法の導入(Royal Decree No. 674) 

2018年12月28日に官報で公表された四つの勅令 (Royal Decree) により、IBC制度の導入と既存制度の廃止が

公表されました。これらの勅令を通じて、既存制度の税務恩典を受けている納税者には、以下の三つの選択

肢が与えられました。 

 

(1) 既得権である税務恩典の保護、すなわち、納税者が取得したROH、IHQ、ITCの資格失効まで、

既存制度が与える税務恩典を引き続き享受できること 

 

または 

 

(2) IBC制度への移行、つまり、ROHとIHQ制度を取得している納税者だけではあるが緩和された

条件に基づきIBC制度への申し込みができること 

 

または 

 

(3) 通常の納税者に戻る、すなわち、納税者が有するROH、IHQ、ITCの資格を停止し通常の税率

で納税する納税者に戻ること 

 

新しいIBC制度及び移行プロセスの実施に関するガイドラインについては、未だに公表されていないことを

申し添えます。 

 

2019年3月26日にタイ財務省が既存制度の廃止を意向を公表 

 

タイ財務省は法案を内閣に提出しました。これらの法案の狙いは、既得権として保護されたROH、IHQ及び

ITCの税務恩典の取り消しでした。 

言い換えれば、仮に貴社が既存制度の下で税務恩典を享受している納税者であれば、以下の二つの選択肢の

うち一つを選ぶ必要があります。 

 

(1) IBC制度への移行 (ROH及びIHQ、加えてITCのうちIBCと重複する機能の保有を望む納税者が対

象)、2019年6月1日までであれば納税者は緩和された条件でIBC制度を申請すること 

 

または 
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(2) 通常の納税者に戻る、すなわち、2019年6月1日までであれば納税者が有するROH、IHQ、ITC

の資格を停止し通常の税率で納税する納税者に戻ること 

 

デロイトの見解 

 

既存制度の既得権保護を示した前回の公告が2019年1月に出されたにも拘わらず、既存制度のROH、IHQ及

びITCを有する納税者をIBC制度へ移行させるという今回のタイ財務省の公告は、この分野におけるタイ税

務当局の動きが加速していることを表しています。 

 

新しいIBC制度の方向性に関してまだ十分に明確になっていないこと（実施に関するガイダンス不足及び当

該ガイダンスの公表のタイミングが不確かなことも含みます）を前提とすると、既得の税務恩典を継続して

享受したいと考える納税者は、IBC制度へ移行する資格があるのか否かを知ることができません。2019年6

月1日までの僅か2ヶ月間のリードタイムは、納税者が与えられた選択肢を理解し、タイムリーにIBC制度へ

の移行を行うには十分な時間が残されていないのは自明です。 

 

さらに、IBC制度への移行の資格を有する納税者には、特に移行措置が期中に行われるため、法令順守関連

の数多くの疑問が残されます。例えば、以下のような疑問点です。 

 

- 収入と費用認識に関わる既存制度の最終日とIBC制度の開始日はいつなのか？ 

 

- 同一会計年度で既存制度からIBC制度へ移行した場合、既存制度及びIBC制度の双方における年次の

最低事業経費支出をどう取り扱うのか？ 

 

- 制度移行に伴う外国人駐在員の個人所得税の取り扱いはどうなるのか？ 

 
 

- 仮に雇用者が制度移行の資格を有さないとしたら、既存制度の個人所得税の税務恩典の最終日はい

つなのか？ 

 
 

総じて、タイ財務省の最新の公告によって、タイ政府によって納税者が自身の置かれている状況を理解でき

る明確な方針または実施に関するガイダンスが公表されるまで、納税者の立場は不確かな状況に置かれたま

まです。どんな場合であっても、納税者が取り得る選択肢の検討を早急に始めることをおすすめします。そ

の結果、実施に関するガイドラインが公表され次第、迅速な意思決定と無駄のない行動を取ることが可能と

なるでしょう。 

 

デロイトはIBC制度及び既存制度の廃止を取り巻く条件に関する状況の変化があり次第、皆様にニュースレ

ターを通じてお伝えします。 
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